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例えば、国連は 60 歳以上を高齢者としているのに対して、国連の WHO で
は 65 歳以上を高齢者と定義している。高齢者の医療の確保に関する法律では、
高齢者を 2 つに区分し、65 歳から 74 歳までを「前期高齢者」とし、75 歳以上
を「後期高齢者」と定義している。この区分は公的機関が行う際の「人口調査」
の高齢者の区分と同様である。また、日本老年学会では、65 歳～74 歳を「準
高齢者（pre-old）」、75 歳～89 歳を「高齢者（old）」、90 歳以上を「超高齢者
（oldest-old、super-old）」の 3 区分に分けることを提言している。（日本老年





意識調査でも 75 歳以上を高齢者と捉える意見が強くなっていると言える。2 
以上の事実を背景として、ここで高齢者に関して再定義してみる。広義の高
齢者とは 65 歳以上の年齢層を意味する。そして、高齢者は、日本老年学会の
提言にあるように、①前期高齢者（準高齢者、pre-old、65 歳以上 74 歳以下の
高齢者層）②後期高齢者（高齢者、old、75 歳以上 89 歳以下の高齢者層）③超
高齢者（oldest-old、super-old、90 歳以上の高齢者層）の 3 区分とするのが妥
22 
当と考えられる。そして、この高齢者に関する 3 区分中、高齢雇用者の対象と
なるのは、65 歳以上 74 歳以下の前期高齢者（準高齢者）層が妥当と言えよう。 
以上のように、高齢者の定義と高齢雇用者の対象を再検討することの意義は、







国連及び WHO の高齢化の定義によると、我が国は 1970 年には高齢化率
7.1％となり高齢化社会に突入している。その 25 年後の 1995 年には高齢化率





現在、我が国においては、既に、人口の 4 人に 1 人が 65 歳以上であり、更









































図表 1-1-1 人口構造の推移 


































































































































































図表 2-1-1 高齢雇用の阻害要因 












































































雇用することに対する企業の負担感が少ないなどがある。（図表 3-1-1 参照） 
 
 
図表 3-1-1 高齢者の雇用能力面からみた長所 












あり、高齢者側による努力により克服の可能性が十分にある。（図表 3-1-2 参照） 
特  性 ⾼齢者の雇⽤能⼒⾯からみた⻑所 



















特  性 高齢者の雇用能力面からみた短所 




















図表 3-1-2 高齢者の雇用能力面からみた短所 
出所：ニッセイ基礎研究所調査月報 1990.2 p25 及び日本労働研究雑誌「高齢者の就労





































図表 3-1-3 高齢者の働き方のイメージ 





図表 3-1-4 高齢者の今後の働き方のイメージ 





②定年年齢が 65 歳以上の企業は、17.0％（大企業 8.9％、中小企業 18.0％）、
③希望者全員 65 歳以上の継続雇用制度のある企業は 56.0％（大企業 46.0％、
中小企業 57.2％）となっている。これらの総計は 75.6％（大企業 55.4％、中






制は十分に整いつつあると言える。（図表 3-2-1 参照） 
 





3,983（3,982） 25,155（23,187） 79,960（77,757） 109,098（104,926） 
2.8％（2.9％） 18.0％（16.9％） 57.2％（56.7％） 78.0％（76.5％） 
301 人以上 
81（82） 1,437（1,290） 7,465（7,136） 8,983（8,508） 
0.5％（0.5％） 8.9％（8.2％） 46.0％（45.1％） 55.4％（53.8％） 
総 計 
4064（4,064） 26,592（24,477） 87,425（84,893） 118,081（113,434） 
2.6％（2.7％） 17.0％（16.0％） 56.0％（55.5％） 75.6％（74.1％） 
（社、％、カッコ内は前年の数値） 
図表 3-2-1 希望者全員が 65 歳以上まで働ける企業の状況 
出所：厚生労働省 平成 29 年「高年齢者の雇用状況」集計結果 p12 表 4 より一部抜粋 
 
また、企業の高齢者の受け入れ態勢の整備の進展に伴い、60 歳以上常用労働
者の雇用者数の推移も図表 3-2-2 にあるように右肩上がり順調に増加している。 
 
 
図表 3-2-2 60 歳以上常用労働者の推移 
















































WLB は重要な環境である。（図表 3-3-1 参照） 
 
 
図表 3-3-1 ワークライフバランスが実現した姿のイメージ図 
出所：内閣府・男女共同参画会議「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）に
関する専門調査会報告（2007 年 7 月）を基に筆者作成 
 
働き方 
 健康・休養 経 営 
様々な活動を 
自己啓発    自ら希望する 地域生活 
バランスで 
趣  味  展開する        子育て 
  








上の改革が必要となる。（図表 3-3-2 参照） 
 
 
図表 3-3-2 ワーク・ライフ・バランスの推進による業績考課イメージ図 
















政府は、70 歳までの雇用に関する努力規定の検討を開始している。（2018 年 9





































分岐点になっている。65 歳、70 歳あるいは 74 歳まで定年延長されると仮定し













図表 3-4-1 賃金と貢献度の賃金カーブ再構築に関するイメージ 
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